
貸  借  対  照  表

２０２２年１１月３０日　現在 大成毛織株式会社 
（単位 ： 円）

勘定科目   金    額   金    額 勘定科目   金    額   金    額
（前年同期） （前年同期）

 流動資産 501,008,385 402,927,922  負  債 357,179,978 258,143,261
現    金 57,464 128,538  流動負債 329,209,984 230,812,435
当座預金 0 0 支払手形 0 0
普通預金 83,700,848 162,733,864 買掛金 147,170,652 76,309,765
別段預金 0 0 短期借入金 0 0
通知預金 0 0 未払金 0 0
定期預金 0 0 未払費用 178,079,584 152,314,170
その他預金 0 0 未払法人税等 1,872,400 101,300
（現預金計） 83,758,312 162,862,402 繰延税金負債 0 0
受取手形 0 0 未払消費税等 0 0
売掛金 226,714,202 163,643,703 預り金 480,148 540,478
有価証券 0 0 従業員預り金 0 0
短期貸付金 0 0 前受金 0 0
製品・商品 0 0 前受収益 0 0
仕掛品 182,289,488 62,295,433 保証金 0 0
原材料・貯蔵品 0 0 仮受金 0 15,422
前払費用 2,921,900 3,374,700 仮受消費税等 0 0
繰延税金資産 0 0 賞与引当金 1,607,200 1,531,300
未収入金 5,324,483 10,751,684 その他流動負債 0 0
仮払金 0 0
仮払消費税等 0 0  固定負債 27,969,994 27,330,826
その他流動資産 0 0 長期借入金 0 0
貸倒引当金 0 0 長期預り保証金 0 0

繰延税金負債 0 0
 固定資産 42,932,010 55,643,439 資産除去債務 0 0
  有形固定資産 38,454,873 52,795,564 退職給付引当金 27,969,994 27,330,826

建物 2 6,256 役員退職慰労引当金 0 0
構築物 0 0
機械装置 35,610,625 49,793,842
車両運搬具 8 75,007
工具器具備品 94,725 170,946
土地 2,749,513 2,749,513  純資産 186,760,417 200,428,100
建設仮勘定 0 0 株主資本 186,760,417 200,428,100
減価償却累計額 0 0  資本金 30,000,000 30,000,000

  無形固定資産 2,053,497 2,797,875  資本剰余金 12,392,961 12,392,961
電話加入権 0 0   資本準備金 12,392,961 12,392,961
施設利用権 0 0   その他資本剰余金 0 0
営業権 0 0  利益剰余金 144,367,456 158,035,139
ソフトウェア 2,053,497 2,797,875   利益準備金 7,500,000 7,500,000

  投資等 2,423,640 50,000   その他利益剰余金 136,867,456 150,535,139
投資有価証券 40,000 40,000     圧縮記帳積立金 0 0
出資金 0 0     別途積立金 100,000,000 100,000,000
長期貸付金 0 0     繰越利益剰余金 36,867,456 50,535,139
破産・更生債権 0 0      （当期利益） (7,308,317) (20,980,977)
長期前払費用 2,373,640 0
繰延税金資産 0 0
その他投資 10,000 10,000
貸倒引当金 0 0

 繰延資産 0 0

合    計 543,940,395 458,571,361 合    計 543,940,395 458,571,361
受取手形割引高 0 0 0
受取手形裏書高 0 0 資本の欠損の額 0



大成毛織株式会社 
 

（注記事項） 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
その他有価証券 
 時価のないもの   移動平均法による原価法 

②棚卸資産 
  貯蔵品        総平均法による原価法 
  仕掛品        総平均法による原価法 
 

（２）固定資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 

主として定率法によっている。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物付属設

備を除く）、平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法に 
よっている。 

②無形固定資産 
定額法によっている。 

 
（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金   ……債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 
②賞与引当金   ……従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担額を計上している。 
③退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末自己都合要支給額

を計上している。 
 

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 

２．当期純利益金額  7,308,317 円 


